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1. 補助金の目的 

市内の中小企業者等が他の業種（日本標準産業分類における異なる大分類に属するこ

と。以下同じ）と連携して市内の地域資源を活用した新商品の開発を行うことを目的と

する。 

本補助金は、事業者が事業実施計画書に基づく、新商品の開発等の取組に要する経費

の一部を補助するもの。 

 

2. 補助対象者 

以下のすべてを満たす事業者 

① 市内において事業を実施する中小企業者等であること。 

② 他の業種の中小企業者等との間で連携について書面による合意形成をした集合体に

なっていること。 

③ 連携体の構成事業者すべてが市税等を滞納していないこと。 

 

【対象とならない方】 

 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律第２条第１項第４号若しくは第

５号に規定する風俗営業、同条第５項に規定する性風俗関連特殊営業又は同条第１

３項に規定する接客業務受託営業を行う者 

 暴力団との関係を有する者 

 事業実施に当たり、必要な許認可その他事業実施に当たって必要な関係法令上の規

定による要件を欠いている者 等 

 

 

3. 対象事業 

市内の中小企業者等が他の業種と連携して市内の地域資源を活用した新商品の開発を

行うもの。 

 例）市内農産物を原料とするお菓子の開発 

観光資源を活用した旅行パッケージの新設 など 
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4. 対象経費 

経費の種類 補助対象経費 

原材料費 新商品の開発に直接使用する原材料及び副資材の購入に要する経費 

機械装置費 (１) 機械装置の購入に要する経費 

(２) 機械装置を自社により製作する場合の部品の購入に要する経

費 

工具器具費 (１) 工具・器具の購入に要する経費 

(２) 工具・器具の試作、改良又は修繕に要する経費 

使用料 試験研究機関等の設備、機械装置等の使用に要する経費 

委託費 (１) 設計委託、研究委託及び外注加工に要する経費 

(２) 市場調査に要する経費 

会議事務費 (１) 連携体が行う事業実施のための会議を開催する際の会場使用

料 

(２) 事業の実施に必要な文献の購入に要する経費 

謝金 連携体の研究活動における講師謝礼 

旅費 (１) 講師を招へいするのに要する交通費 

(２) 試験研究機関等との研究を実施するための移動に要する交通

費 

※交付決定前に発生した経費は補助対象外となります。 

 

5．補助率等 

補助率 補助上限 

２分の１ 250 万円 
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6．スケジュール 

項目 日程等 

事業計画の募集 
令和７年９月１日～10月 31 日 

※商工労政課へ事前相談を行ってください。 

事前審査 

（プレゼンテーション審査） 
令和７年 11 月上旬（予定） 

採択・不採択通知 令和７年 11 月中旬（予定） 

【以下採択者のみ】 

補助金交付申請（１年度目） 令和７年 12 月（採択日から１月以内） 

交付決定通知 令和７年 12 月 

事業実施 交付決定日以降 

実績報告提出期限 令和８年３月 31 日 

補助金交付 実績報告書の提出を受け、補助金額の確定後 

【以下採択事業期間が２年である場合】 

補助金交付申請（２年度目）提出期限 令和８年４月 30 日 

 

7．事前審査（意見聴取会） 

補助金申請をする方は、事前審査（意見聴取会によるプレゼンテーション）が必要に

なります。 

 事前審査を受けるにあたっては、産業連携推進事業計画書（様式第１号）に加えて以下

の書類が必要になります。 

 連携体の構成事業者の概要が分かる資料（各構成事業者のパンフレットや HP をプリン

トアウトしたもの） 

 申請事業の概要が分かる資料（パワーポイント等で事業計画書の内容をまとめたもの） 

※意見聴取会の委員に事前配布し、意見聴取会当日に回収します。 

 

【事前審査（意見聴取会）の聴取内容】 

市場性 連携体によって開発する新商品（新製品）に市場ニーズが見込め

るか。 

新規性 開発する新商品はどういった部分が新しいのか。 

例）今まで廃棄していたものを原料とした商品 など 

独自性 類似する商品や既存の商品があった場合にどのような点が他と異

なるのか。 
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8．補助金交付の流れ 

 

 

9．提出先及び提出方法 

 提出先：安曇野市商工労政課（本庁舎３階３番窓口） 

     〒399-8281 安曇野市豊科 6000 番地 

 提出方法：郵送又は持参 
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10．応募に際しての注意事項 

① 同一事業者が、本補助事業について同一年度内に複数の申請を行うことはできません。 

② 同一の事業内容で、国庫補助金等他の補助金・助成金等の採択を受けた事業は、本補

助金の交付事業の対象となりません。他の制度への応募状況、採択の結果等を申し出

てください。 

③ 複数年事業が妥当とされた場合、２年目はその年の４月 30日までに交付申請を行って

いただきますが、事業継続分として４月１日から経費の対象とします。 

④ プレゼンテーションには、申請者による事業内容の説明のため、出席が必要です。日

時、詳細は、別にお知らせします。なお、プレゼンテーションにかかる経費は事業者

の負担とします。 

⑤ 応募に関連して提供された個人情報については、個人情報の保護に関する法律及び関

係法令等を遵守し、適正な取り扱いに努めますが、新聞等への掲載依頼があった場合、

申請者の同意により資料提供等を行いますのでご承知おきください。 

⑥ 提出された書類等は、返却いたしません。必ず手元に「写し」を保管してください。 

⑦ 書類に不備があった場合、差し替え、修正等を都度お願いすることがあります。また、

必要に応じて追加で資料を求めることがあります。 

⑧ 本補助事業は、競争的資金であるため、当該事業の計画書を提出されても、必ず採択

されるとは限りません。また、補助金の交付額は、委員における事業内容の妥当性な

どの意見結果を参考にするほか、市の当該予算等により申請額から減額することがあ

ります。 

⑨ 補助金の支払いは、実績報告書の提出を受け、補助金額の確定後の精算払いとなりま

す。 

⑩ 補助事業の進捗状況の確認や確定検査のため、必要に応じて現地調査を実施すること

があります。 

⑪ 補助事業者が、補助金交付の決定の内容またはこれに付した条件その他法令等に違反

したときは、補助金の交付取消、返還、不正の内容の公表等を行うことがあります。 
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11．補助金交付決定の取り消し及び補助金の返還 

 安曇野市補助金等交付規則による 

（決定の取消し） 

第 13 条 市長は、補助事業者等が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金等の交付の決定

の全部又は一部を取り消すことができる。 

(１) 偽りその他不正の手段により補助金等の交付を受けたとき。 

(２) 第８条の規定に違反して補助金等を他の用途に使用したとき。 

(３) 第 16 条の規定に違反して承認を受けないで補助事業等により取得し、又は効用の増加した

財産を補助金等の交付の目的に反して使用し、譲渡し、貸し付け、又は担保に供したとき。 

(４) 前３号のほか、補助事業等に関し、補助金等の交付の決定の内容及びこれに付した条件に違

反したとき、又は市長の指示に従わなかったとき。 

 

 

（補助金等の返還等） 

第 14 条 市長は、補助金等の交付の決定を取り消した場合において、補助事業等の当該取消しに

係る部分に関し、既に補助金等が交付されているときは、期限を定めて、その返還を求めるもの

とする。 

２ 市長は、補助事業者等に交付すべき補助金等の額を確定した場合、既にその額を超える補助金

等が交付されているときは、期限を定めて、その返還を求めるものとする。 

３ 補助事業者等は、補助金等の返還を求められ、これを納期日までに納付しなかったときは、納

期日の翌日から納付の日までの日数に応じ、その未納額（その一部を納付した場合におけるその

後の期間については、既に納付した額を控除した額）につき年 10.95 パーセントの割合で計算し

た遅延損害金を市に納付しなければならない。 

 

 

 

 

安曇野市商工観光スポーツ部商工労政課 

〒399-8281 安曇野市豊科 6000 番地 

TEL：0263-71-2041 

Mail：shokorosei@city.azumino.nagano.jp 


